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１．定額減税のルールを再確認しよう
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定額減税のルールを再確認

4

納税者本⼈と扶養家族を対象に
・所得税は 1⼈3万円
・住⺠税は 1⼈1万円 合計1⼈4万円を減額

※2024年6⽉の給与・年⾦から適⽤

給与収⼊のある⼈ ・・・給与から
年⾦を貰っている⼈・・・年⾦から
それ以外の⽅ ・・・確定申告で減額
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定額減税のルールを再確認
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定額減税のルールを再確認
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【扶養家族のルール】
・同⼀⽣計配偶者
・扶養親族（16歳未満の⼦供を含む）

で、年間所得が48万円以下の⼈が対象です。
給与だけの場合103万円以下

・12⽉31⽇の現況で判定します。
年の中途で亡くなった⽅はそのタイミングで判定
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２．ここが変わる︕今年の年末調整業務
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給与所得者に対する定額減税

令和6年6⽉〜 令和6年12⽉〜

⽉次減税事務 年調減税事務

令和6年6⽉1⽇以後の
給与等に対する
源泉徴収税額から
その時点での

定額減税額を控除

年末調整時点の
定額減税額（年調減税額）

を算出し
年調所得税額から
年調減税額を控除
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年調減税の対象となる⼈
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年末調整の対象となる⼈

※合計所得⾦額が1,805万円を超える⼈は
年調減税を受けることはできません
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年調減税額の対象者
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納税者本⼈
同⼀⽣計配偶者 で居住者について対象
扶養親族 （⾮居住者は対象外）

1⼈あたり3万円控除が可能です。
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対象者の確認⼿順 その①
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【納税者本⼈の合計所得⾦額が1,805万円以下か確認】

給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 年末調整に係る定額減税のための申告書 兼
所得⾦額調整控除申告書 により確認する

納税者本⼈の所得⾦額の枠をチェック
（配偶者控除の判定でも使⽤）

納税者本⼈の所得⾦額が⾚枠内なら
本⼈定額減税対象の枠にもチェック
ここのチェックをもって定額減税が
適⽤できるか判定します



Copyright © 2024  NEXT Tax Advisory Office All Rights Reserved.

対象者の確認⼿順 その②
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【配偶者の合計所得⾦額が48万円以下か確認】

配偶者の所得⾦額の枠を
チェック

①配偶者の所得⾦額が
⾚枠内

②P11納税者本⼈の所得
⾦額が⾚枠内であれば配
偶者定額減税対象の枠にも
チェック
ここのチェックをもって

定額減税が適⽤できるか
判定します

給与所得者の基礎控除申告書 兼 給与所得者の配偶者控除等申告書 兼
年末調整に係る定額減税のための申告書 兼 所得⾦額調整控除申告書 により確認する
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対象者の確認⼿順 その③
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【扶養親族の確認】

給与所得者の扶養控除等（異動）申告書 により確認する

扶養親族の記載があれば
定額減税の対象。16歳未
満の扶養親族も確認する事

ただし、扶養親族でも
⾮居住者の欄にチェックが
あると定額減税の対象外
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定額減税の計算⽅法
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令和6年分 給与所得に対する源泉徴収簿

年調減税の計算⾦額は源泉徴
収簿の下段に記載されます
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実際の源泉徴収簿（控除外額があるケース）
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実際の源泉徴収簿（控除外額が無いケース）
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定額減税の計算⽅法（年末調整計算表の活⽤）

17

令和6年分 年末調整計算表

別紙「年末調整計算表」を
使⽤すると計算の過程が
分かりやすくなります。
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源泉徴収票の記載⽅法
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年末調整で実際に控除した定額減税⾦額

年末調整で控除しきれなかった
年調減税⾦額（この⾦額が来年
以降の「調整給付」の計算根拠
になります）
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源泉徴収票の記載⽅法
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納税者本⼈の合計所得⾦額が1,000万円超の同⼀⽣計配偶者（「⾮控除対象配偶者」という）について
年調減税を⾏った場合、「⾮控除対象配偶者減税有」と記載される。
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３．ケース別 定額減税確認ポイントの解説
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⼦供が6⽉1⽇以降に⽣まれたケース

21

Ｑ．6⽉1⽇以降、従業員に⼦供が⽣まれました。定額減税で
気をつけることはありますか︖

A. 定額減税の作業で、6⽉1⽇時点の扶養家族を確認して
いますが、⼦供が⽣まれたことによってその頃と扶養家族の
構成が変わっている可能性があります。
また、⼦供が⽣まれた場合、お勤めだった
配偶者が育休等により扶養家族となってい
る可能性がありますので、扶養家族の数は
今⼀度確認しましょう。
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6⽉1⽇以降に結婚したケース
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Ｑ．6⽉1⽇以降、従業員が結婚しました。定額減税で気を
つけることはありますか︖

A. 定額減税の作業で、6⽉1⽇時点の扶養家族を確認していま
すが、その後結婚した場合は配偶者控
除や扶養家族（相⼿の親族を扶養した
り⾃⾝の親が扶養から外れたり）が⼤
きく変わるケースがあります。
年末の扶養⼈数が変わると定額減税の

結果に⼤きく影響を及ぼすため、注意深
く確認するようにしましょう。
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6⽉1⽇以降に中途⼊社したケース
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Ｑ．6⽉1⽇以降に⼊社した従業員がいます。定額減税で
気をつけることはありますか︖

A. 定額減税の作業時に⼊社していない社員は、扶養家族の
確認をしていないため、改めて扶養家族を
確認する必要があります。
なお、退職者の源泉徴収票には過去定額
減税を受けていたか記載はありませんが、
年末調整で所得税は全て精算されることか
ら、前職で定額減税を受けたかは計算上影
響はありません。
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⼄欄（従たる給与者）、丙欄（短期の⽇雇い給与）のケース

24

Ｑ．従業員の中で⼄欄（従たる給与者）、丙欄（短期の⽇雇い
給与）で源泉所得税を計算している⽅がいます。年末調整に
影響はありますか︖

A. ⼄欄、丙欄で源泉所得税が計算されている従業員は年末調
整を⾏う必要はありません（⼀部例外あり）。そのため、扶
養家族を確認する必要は無く、源泉徴収票にも減税控除済額
の記載はありません。

確定申告で定額減税を計算する
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給与総額が2,000万円を超えるケース
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Ｑ．給与総額が2,000万円を超える従業員は年末調整の対象外
ですが、定額減税で気をつけることはありますか︖

A. 給与総額が2,000万円を超える従業員は年末調整をを⾏う
ことはできないため、確定申告を⾏う
ことになります。ただし、給与総額が
2,000万円を超える⽅は定額減税の対
象外ですが、期中の給与で定額減税を
加味した所得税を計算しているため、
確定申告の納税額が例年より⾼額にな
る可能性があります。
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年末調整していない場合の源泉徴収票
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海外赴任していたケース
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Ｑ 当社には海外赴任している従業員がいます。定額減税で
気をつけることはありますか︖

A. ⾮居住者は定額減税の対象とならないため、
今年海外に赴任した⽅は赴任したタイミング
で定額減税の計算をします。⼀⽅、今年海外
から⽇本に戻ってきた従業員については、年
末調整で定額減税の計算します。
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海外に扶養家族がいるケース
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Ｑ．海外に扶養家族がいる外国⼈労働者がいます。年末調整で
気をつける点を教えてください。

A. 海外にいる扶養家族は定額減税の対象外となります。扶養
控除申告書の海外居住者の欄に記載があるかどうか確認するよ
うにしてください。ただし、海外居住者であっても扶養家族に
該当する可能性はありますので扶養家族については定額減税と
別に確認するよう⼼がけてください。
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外国⼈技能実習⽣の源泉徴収票の記載
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Ｑ．当社には外国⼈技能実習⽣が働いており、租税条約により
源泉所得税が0円となっています。源泉徴収票はどのように
記載すればよろしいですか︖

A. 外国⼈技能実習⽣も年末調整の対象となりますが、出⾝国
によっては租税条約の関係で源泉所得税を控除しない⽅も⾒え
ます。この場合、源泉徴収票の記載は

源泉徴収時所得税減税控除済額 0円
控除外額 30,000円 となります。
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103万円未満のパート社員の源泉徴収票の記載
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Ｑ．当社には源泉所得税が課税されない年103万円未満のパート
社員がいます。この場合の源泉徴収票はどのように記載すれば
よろしいですか︖

A. 年103万円未満のパート社員やアルバイト
社員についても年末調整の対象となりますが、
源泉所得税が無ければ定額減税の控除は⾏う
ことができません。この場合、源泉徴収票は
外国⼈技能実習⽣と同様の記載となります。
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源泉所得税が無い場合の源泉徴収票
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年末調整で源泉所得税が無い場合
全額が控除外額に記載される
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まとめ
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・今年の年末調整は給与所得者の基礎控除申告書 兼
給与所得者の配偶者控除等申告書 兼 年末調整に
係る定額減税のための申告書 兼 所得⾦額調整控
除申告書 の記載が重要になります。必ず従業員に
記載してもらうようお伝えください。

定額減税の有無の確認は上記書類が⼊り⼝と
なります。
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まとめ

33

・6⽉に扶養家族を確認しましたが、再度扶養家族の確
認をしましょう。この時、扶養家族の増減があるか必
ず確認するようにしましょう。

・定額減税の計算が合っているかを
源泉徴収簿の下段右端で確認する
ようにしましょう。
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まとめ

34

・定額減税の結果が源泉徴収票に正しく記載されている
か確認しましょう。この記載が間違っていると、翌年
以降の年調給付が間違ってしまう可能性があります。

・年末調整の結果、還付⾦額や徴収⾦額が例年より⾼額
になる可能性があります。その場合は慌てず、落ち着
いて理由を確認しましょう。
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